
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

9 所 得 
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58 町内総生産の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

59 町内総生産（産業別） 
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第一次産業 第二次産業 第三次産業 

（億円） 

（平成30年度） 

 

第１次産業    1,065百万円 ( 1.2%) 

第２次産業   31,222 〃 (34.5%) 

第３次産業   58,175 〃 (64.3%) 

  計      90,462 〃 

 

第１次産業 

 農   業   1,008百万円 ( 1.1%) 

 水 産 業    57 〃 ( 0.1%) 

 

第２次産業 

 製 造 業  25,915百万円 (28.6%) 

 建 設 業   5,307 〃 ( 5.9%) 

 

第３次産業 

 サービス業  10,032百万円 (11.1%) 

 金融･保険･不動産業  11,265 〃 (12.5%) 

 卸売･小売業  12,419 〃 (13.7%) 

 運輸･通信業   8,100 〃 ( 6.7%) 

 電気･ガス･水道業   2,895 〃 ( 3.2%) 

 その他の産業  15,464 〃 (17.1%) 

 

第
３
次
産
業 

実 額 
90,462百万円 

第
２
次
産
業 

第１次産業

所得
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60 町内総生産 
（単位：百万円）■

 

項      目 平成 30年 令和元年 ２ ３ 

産          業 110,811 118,730 110,019 90,463

(１) 農 林 水 産 業 1,273 1,184 1,163 1,065
 ①  農      業 1,237 1,148 1,092 1,008
 ②  林      業 ― ― ― ―
 ③  水   産   業 37 35 72 57

(２) 鉱 業 ― ― ― ―

(３) 製 造 業 43,468 51,348 44,473 25,915

(４) 建 設 業 8,187 4,681 5,250 5,307

(５) 電気・ガス・水道業・廃棄物処理業 2,900 3,333 2,833 2,895

(６) 卸 売 ・ 小 売 業 10,581 12,662 11,937 12,419

(７) 金 融 ・ 保 険 業 1,732 1,872 1,752 1,514

(８) 不 動 産 業 9,471 9,853 9,804 9,751

(９) 運 輸 ・ 郵 便 業 5,372 6,119 6,585 4,006

(10) 情 報 通 信 業 2,115 1,857 1,968 2,094

(11) 宿 泊 ・ 飲 食 サ ー ビ ス 業 2,959 2,865 1,983 2,152

(12) 専門・科学技術・業務支援サービス業 3,667 4,033 3,696 4,548

(13) 公 務 3,168 3,234 3,531 3,597

(14) 教 育 3,921 3,326 3,392 3,741

(15) 保 健 衛 生 ・ 社 会 事 業 7,152 8,327 8,110 8,126

(16) そ の 他 の サ ー ビ ス 4,844 4,036 3,542 3,332

小      計 110,811 118,730 110,018 90,463

輸 入 税 1,883 2,065 1,956 1,876

( 控  除 )  そ  の  他 1,706 1,723 1,554 1,610

( 控  除 )  帰 属 利 子 ― ― ― ―

合      計 110,988 119,072 110,421 90,728

（参考） 

第 一 次 産 業 1,273 1,184 1,163 1,065

第 二 次 産 業 51,656 56,029 49,723 31,222

第 三 次 産 業 57,882 61,517 59,132 58,175

合      計 110,811 118,730 110,018 90,463

（注１）愛媛県民経済計算うち、県内総生産を市町別に按分した推計値。 

（注２）参考の合計は輸入税、その他、帰属利子を加算控除していないため、町内総生産とは一致しない。 

 

61 町民配分所得 
■
 

項      目 平成 30年 令和元年 ２ ３ 

１ 雇 用 者 報 酬 56,997 58,470 59,979 62,017

２ 財 産 所 得 （ 非 企 業 部 門 ） 6,071 4,969 5,035 5,309

(1) 一 般 政 府 1,211 △ 13 △ 41 △ 14

(2) 対 家 計 民 間 非 営 利 団 体 29 31 30 58

(3) 家 計 4,831 4,952 5,045 5,265

３ 企 業 所 得 23,615 22,637 10,793 11,000

(1) 民 間 法 人 企 業 （ 配 当 控 除 後 ） 17,281 17,423 5,405 6,021

(2) 公 的 企 業 321 281 193 56

(3) 個 人 企 業 6,013 4,933 5,196 4,923

 ａ 農 林 水 産 業 284 247 383 327

 ｂ そ の 他 の 産 業 2,058 1,786 1,936 1,854

 ｃ 持 家 2,325 2,900 2,877 2,742

合   計 （１＋２＋３） 86,683 86,077 75,808 78,326

（注）愛媛県民経済計算うち、県内総生産を市町別に按分した推計値。 

所得
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62 産業別総生産から見た松前町の特化状況（愛媛県比較） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

産業別総生産から見た特化状況（愛媛県比較）の推移 

令和３年度 Ａ Ｂ 平成 30年度 Ａ Ｂ 

産 業 分 類 
松前町 

(百万円)

構成比 

(%) 

県 

(百万円) 

構成比

(%) 
 産 業 分 類

松前町

(百万円)

構成比

(%) 

県 

(百万円) 

構成比

(%) 

農 業 1,008 1.1 53,757 1.1  農 業 1,237 1.4 68,486 1.3 

林 業 ― 7,708 0.2  林 業 ― 6,486 0.1 

水 産 業 57 0.1 14,462 0.3  水 産 業 37 0.0 32,998 0.7 

鉱 業 ― 3,388 0.1  鉱 業 ― 2,782 0.1 

製 造 業 25,915 28.6 1,359,696 26.8  製 造 業 43,468 48.1 1,220,076 24.0 

建 設 業 5,307 5.9 275,311 5.4  建 設 業 8,187 9.1 275,725 5.4 

電気･ガス･水道業 2,895 3.2 176,631 3.5  電気･ガス･水道業 2,900 3.2 174,731 3.4 

卸・小売業 12,419 13.7 512,874 10.1  卸 ･小売業 10,581 11.7 478,981 9.4 

金融･保険･不動産業 11,265 12.5 693,987 13.7  金融･保険･不動産業 11,203 12.4 653,915 12.9 

運輸･通信業 6,100 6.7 388,766 7.7  運輸・通信業 7,487 8.3 445,545 8.8 

サービス業 10,032 11.1 549,745 10.8  サービス業 11,470 12.7 634,230 12.5 

そ の 他 15,464 17.1 1,038,725 20.5  そ の 他 14,241 15.7 986,354 19.4 

合   計 90,462 100 5,075,050 100  合   計 110,811 123 4,980,309 98
 

特化係数 ＝ 
松前町構成比

〔
Ａ

〕
愛媛県構成比 Ｂ 

1.0 

0.0 0.3 
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0.8 

農業

林業

水産業

鉱業

製造業

建設業

電気･ガス･

水道業

卸･小売業

金融･保険･

不動産業

運輸･通信業

サービス業

その他

（令和３年度）

1.1 

0.0 
0.0 
0.0 

2.0 
1.7 

0.9 1.2 

1.0 

0.9 

1.0 
0.8 

農業

林業

水産業

鉱業

製造業

建設業

電気･ガス･

水道業

卸･小売業

金融･保険･

不動産業

運輸･通信業

サービス業

その他

（平成30年度）電気・ガス・水道業

電気・ガス・水道業

金融･保険･不動産業

金融･保険･不動産業 

所得
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